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１．現状及び課題について 

 

 【論点】 

・現状の分析について、過不足な項目はないか。 

また、分析内容は、適切か。 

・課題ついて、現状と合っているか。 

 

 

 （計画における現状及び課題） 

〈現状〉 

（１）人口減少に関すること 

   ①総人口の推移 

   ②人口構成の推移 

   ③出生数・死亡数の推移 

   ④年齢階級別の人口移動の推移 

 

（２）少子高齢化 

⑤年齢３区分の推移 

   ⑥出生数・合計特殊出生率の推移 

   ⑦高齢単身者世帯（７５歳以上）の割合の推移 

    

（３）地域を取り巻く環境 

   ⑧世帯数及び１世帯当たり人員の推移 

   ⑨単身世帯数の割合の推移 

   ⑩生活保護の保護率（年度平均）の推移 

   ⑪生活保護の被保護世帯数（世帯類型別・年度平均）の推移 

   ⑫療育手帳交付者数の推移 

   ⑬精神障害者保健福祉手帳交付者数の推移 

   ⑭身体障害者手帳交付者数の推移 

   ⑮要保護（要支援）認定者数の推移 

⑯介護職員数の推移 

⑰外国人の人口の推移 

⑱NPO 法人数の推移 

⑲就学援助率の推移 

⑳児童虐待相談件数の推移 
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〈課題〉 

①過疎化に伴う相互扶助機能の低下により、地域によってはコミュニティ

を維持することが困難 

②少子高齢化により、社会保障制度を維持できなくなることや、医療・介

護サービスを安定的・持続的に提供することが困難 

③地域におけるつながりの希薄化や介護、子育て、生活困窮などが複合的

に複雑化した課題等への対応が懸念 
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２．基本的な考え方及び基本目標 

 

 【論点】 

  ・基本方針及び基本目標は、現状及び課題、社会福祉法の趣旨を踏まえたも

のになっているか。 

 

 

【本県の市町村における地域福祉の推進を支援するための基本方針】 

 広域的な立場から市町村地域福祉計画の策定や、計画に基づく取組を支援す

るとともに、市町村や関係機関などと連携し、地域住民が地域の課題に取り組み

やすい環境づくりを推進します。 

また、単独の市町村では対応することが困難な課題などの解決に向けて、庁内

外の関係機関と連携して対応するとともに、地域福祉を支える人材の確保・育成

や地域福祉を支える基盤整備などに取り組むことを基本方針とします。 

 

本計画は、2018（平成 30）年に施行された改正社会福祉法の考え方に従い、

次の事項を一体的に定める内容とします。 

 

《 取り組むべき施策の内容 》 

○ 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項 

 

○ 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する

事項 

 

○ 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全

な発達のための基盤整備に関する事項 

 

○ 単独の市町村では解決が難しい地域生活課題に対する支援体制の構築や、

市町村間の情報共有の場づくり、市町村への技術的助言などに関する事項 
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《 基本目標 》 

・誰もが様々な課題を抱えながらも住み慣れた地域で暮らすようにするた

めには、年齢、性別、障害の有無、言語、文化等に関係なく、互いを認め、

互いに助け合うことが必要 

・県民一人ひとりが自分の住む地域に関心を持ち、地域の生活課題を自分た

ちの課題として捉え、協働して解決していくことが重要 

 

『安心して自分らしく暮らすことができる社会づくり』 
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３．施策の柱及び基本的施策 

 

 【論点】 

・現状及び課題、基本的な考え方を踏まえた内容になっているか。 

 

 

  

 

 

① 高齢者福祉の推進 

・健康長寿の維持向上、地域包括ケアの推進 

② 障害者福祉の推進 

・共生社会の実現、雇用の促進 

③ 児童福祉の推進 

・子育て支援、児童虐待の防止 

④ 各福祉分野の連携等の推進 

・生活困窮者等への支援、 

・自殺防止対策の推進 

⑤ 市町村における包括的支援体制の 

整備の推進 

・難病・がん患者支援、DV 等被害者支援 

 

① 地域福祉の担い手の確保 

・福祉教育の充実、外国人材の受入促進 

② 福祉人材の資質向上 

・人材養成研修の充実 

・知識・技術向上研修の実施 

③ 多様な主体の活動促進 

 ・ＮＰＯとの協働、農福連携の推進 

 

① 利用者本位の福祉サービスの充実 

・福祉施設の指導・監査の実施、 

・苦情解決体制の確保 

② 相談体制の強化 

・専門相談体制の確保、各種相談窓口の周知 

                 

（２）地域福祉を担う 

人材づくり 

施策の柱 基本的施策 

（３）地域福祉を支える 

基盤づくり 

（１）誰もが安心して 

暮らせる地域づくり 
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４．具体的な取組及び数値目標 

 

 【論点】 

・施策の柱、基本的施策に沿った具体的な取組として掲載が必要な事項は。 

・数値目標として掲載が必要な事項は。 

 

  

 

  


